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─ 社会内処遇からの一考察 ─
菅　　原　　好　　秀
要旨 : 本稿では高齢犯罪者の犯罪原因を分析し，罰金刑という財産的利益を奪うことに
よって，規範的意識を喚起するという従来の伝統的司法制度に依拠したシステムの問題点
を抽出し，その問題点の改善策の一つとして社会内処遇という社会のニーズに応答的かつ
機能的な社会復帰システムによって，知的障害者を含めた新たな高齢犯罪者の出現を防止
し，高齢犯罪者を改善更生，社会復帰させるための方策を研究目的とする。
　高齢犯罪者の処遇は，刑務所収容を伴う自由刑ではなく，刑務所収容を伴わない社会内
処遇によって犯罪者の規範意識を覚醒させるところに，社会内処遇の現代的意義がある。
精神障害により規範意識が鈍麻した犯罪者に対して，罰金刑ではなく，福祉ルートで改善
教育をすることによって，犯罪者に課題を気づかせ，犯罪者自ら主体的に改善・更生し，
犯罪者の円滑な社会復帰を促進することが必要である。そのために，社会福祉士・精神保
健福祉士が中心となって，施設内処遇から社会内処遇に向けて，犯罪者の社会復帰に向け
た新たな支援が必要となる。高齢犯罪者は，刑務所などの施設内処遇で保護される中で，
自己を省察させつつ，罰金刑の代替手段として社会奉仕命令などを課し，社会内で処遇す
ることにより自立と役割を再発見させ，このような社会復帰に向けて再帰的自立をするた
めの支援こそが，社会福祉士・精神保健福祉士を中心とした福祉関係者に求められる役割
であると考える。
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一　は　じ　め　に
平成 23年版の犯罪白書1）によると，65歳以上の高齢者による犯罪は，罪名別動向においては，
窃盗が 71.3%と一般刑法犯検挙人員の 3分の 2近くを占めている。中でも万引きに占める割合
が 56.8%となっている。特に女性の高齢者においては，窃盗が 91.4%を占めており，万引きに
よる者が 81.2%と際立って多い。女性の高齢窃盗事犯者の場合は，生活基盤はあり，生活費自
体に困っているわけではない者が多く，少額の食品等の万引きがほとんどで，高齢になって万引
きを繰り返すようになった者も少なくなかった。
また，平成 20年版犯罪白書2）の 65歳以上の高齢犯罪者で挙げられている刑罰の特徴は，罰金
刑の事案が多いことである。具体的には ① 76歳女子。未婚。定職に就き，健全な社会人として
生活しており，犯罪歴はなかった。本件は，チョコレートの万引きであるが，「（店内で）私に注
目している人はいない。このまま手提げ袋に入れても見つからない。」と考えて犯行に及んだ。
罰金 30万円。② 75歳女子。配偶者と死別し単身。生活に困っているわけではないが，余裕は
なく，「年金暮らしでお金を遣うのがもったいない。」として，コンビニエンス・ストアで，おに
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ぎりとサンドイッチを盗んだ。罰金 30万円。③ 65歳男子。犯罪歴なし。同窓会の帰り，泥酔
して駅で寝ていたところを，駅員に声をかけられ，駅員を殴った。罰金 10万円。④ 81歳男子。
婚姻歴はなく，定年退職後，年金で単身生活。犯罪歴なし。野良猫にえさを与えている近所の顔
見知りの女性（58歳）を注意したところ，女性が言い返してきたので，かっとして持っていた
傘を振り下ろして殴り，打撲傷を負わせた。罰金 20万円。⑤ 68歳男子。妻子と同居し，年金
とアルバイト収入で生活している。外出時，スケート・ボードをしている少年（17歳）が邪魔だっ
たので注意したところ，少年が口答えをしてきたと思って，かっとなって殴り，打撲傷を負わせ
た。酒が入っていた。罰金 15万円。
また，高齢犯罪者の中には，知的障害を抱えている者が少なくないことから知的障害者の現状
についても考察する必要がある。知的障害者の累犯問題の現状において，法務省の統計3）では，
平成 23年度の新規受刑者 25,499人のうち知能指数相当値 69以下の受刑者は 5,532人で，全体
の 21.7%，全国 15ヵ所の刑務所の抽出調査では，全受刑者 27,024人のうち知的障害のある受刑
者（疑いを含む）は 410人（全体の 1.5%）であるが，知的障害者の再犯者は 410人のうち
69.5%となっており，しかも，事件を起こしたとき無職であった者は 410人のうち 80.7%と非常
に高率となっている。
罰金刑は高齢犯罪者の財産的利益を奪うことによって，苦痛を与え，規範的意識を喚起すると
ころに意義があると考えた場合，高齢犯罪者の中には，知的障害者や障害により犯罪の規範意識
の鈍麻した犯罪者や，何よりも改善教育を必要とする犯罪者には罰金刑では刑罰の効果が期待で
きないという限界が存する。
そこで，本稿では高齢犯罪者の犯罪原因を分析し，罰金刑という財産的利益を奪うことによっ
て，規範的意識を喚起するという従来の伝統的司法制度に依拠したシステムの問題点を抽出し，
その問題点の改善策の一つとして社会内処遇という社会のニーズに応答的かつ機能的な社会復帰
システムによって，知的障害者を含めた新たな高齢犯罪者の出現を防止し，高齢犯罪者を改善更
生，社会復帰させるための方策を研究目的とする。
二　高齢犯罪者の犯罪原因
1.　高齢犯罪者の内的要因によるリスク（素質リスク）
高齢犯罪者の犯罪原因においては，たいていの事象は他の現象と合わさって起こり，明確に切
り離すことは不可能であり，どれが原因でどれが結果か，現実の中では容易に区別しがたく，明
確に切り離すことは難しい。それだけ事象は相互に依存しあって，複雑な織物を成しているので
ある。また，人間が犯罪者になる要因としては，数量化・標準化の規範測定からこぼれ落ちてし
まうもののなかに，犯罪原因が隠されている可能性がある。例えば，生活が困窮した結果，食料
品の万引きをすることは，数量化・標準化の規範測定から犯罪原因を探求しやすいが，前述のよ
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うに女性の高齢窃盗事犯者の場合は，生活基盤はあり，生活費自体に困っているわけではない者
が多く，少額の食品等の万引きを繰り返す事案のように，数量化・標準化の規範測定になじみに
くい事案もある。
そこで「高齢者自身の内的要因によるリスク（素質リスク）」と「高齢者の取り巻く環境によ
るリスク（環境リスク）」の視点から高齢犯罪者の原因を分析する。
はじめに高齢者自身の内的要因によるリスク（素質リスク）としては加齢による，体力の低下，
判断力の低下，抵抗力の低下などが挙げられる。高齢者自らの安全管理・自己管理能力が低下し，
反応も鈍くなり，予見能力が低下することによって，犯罪の結果回避が不十分になるおそれがあ
るからである。
犯罪防止のためには，認識，知覚，知性，言語などの自己理解や状況理解を深める能力が必要
である。犯罪をした出来事を，客観的に認識し，将来の日常生活が困難に陥ることを予測し理解
するという能力は犯罪抑止の基礎能力として必要である。つぎに，社会生活においては，柔軟性，
受容性，率先性，忍耐力などが必要である。つまり，人間がより良い生活を確立していくために
は，柔軟に現実や環境に対応することが必要であり，多種多様な人間を受け入れる受容性も必要
である。高齢者が意欲と積極性に満ちるためには，現実をプラスに志向し，興味，関心，希望，夢，
向上心などの要素が必要となる。このような要素が，人間の活力，精神力，集中力，などを生み
だし，病気を乗り越える達成意欲を喚起し人生の意味を求める探究心や自己実現を模索する行動
の源となるからである。しかし，加齢にともない身体的・精神的健康が低下すると，人間の意欲，
積極性，思考，柔軟性，受容性，率先性，忍耐力が低下し，犯罪のリスクが増大する要因ともな
りうる。
2.　高齢者の取り巻く環境によるリスク
次に，高齢者の取り巻く環境によるリスク（環境リスク）としては，高齢者に内在し，備わっ
ている能力や特質のみならず，高齢者が生活を営む環境からも影響を受ける。滋養的な環境であ
れば，高齢者はその能力や才能を十分に伸ばし発揮することが可能になるが，生活環境が悪化す
れば，高齢者の能力を発揮しにくくなる。人間は環境や周囲の期待に応えるべく，積極性が培わ
れるものである。しかし，平成 24年版　高齢社会白書4）によると，一人暮らし高齢者が高齢者
人口に占める割合は，昭和 55（1980）年には男性 4.3%，女性 11.2%であったが，平成 22（2010）
年には男性 11.1%，女性 20.3%となっている現状を考えると，高齢者の孤独・孤立化が進み，さ
らに経済的不安が増大している環境の中で，自分の選択した行動や態度が，社会的に認められ，
それが評価される環境が乏しい。また，新卒の学生でさえも就職難である現状において，高齢者
が社会から報酬を受けることにより，高齢者自身が自信を持ち，与えられた社会の中で自己の存
在意義を認識し，以前にもまして積極的かつ能動的に社会に関わりながら，自己成長を遂げてい
くこと自体，高齢者には困難な状況にある。
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以上にように，素質リスクと環境リスクの 2つの要因が複合的に重なり合った場合に犯罪が起
こる可能性が高いが，2つのリスク要因は一定に固定したものではなく，常に流動的であり，そ
の要因の割合や比重がさまざまである。
三　罰金刑の法改正の背景と意義
1.　罰金刑の法改正の背景
罰金刑は，平成 18年法律第 36号「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」（平成 18年 5
月 8日公布同年 5月 28日施行）の窃盗罪に対する罰金刑の新設により「10年以下の懲役」から
「10年以下の懲役又は 50万円以下の罰金」になった。窃盗罪の法定刑（10年以下の懲役）に「50
万円以下の罰金を科す」ことを加える背景には，万引きの急増があった。前述のように高齢犯罪
者の中でもっとも多い「万引き」は，国民経済活動のリスクを増大させている。特に，高齢犯罪
者で女性犯罪者に万引きが多い理由としては，男性より女性のほうが買い物をする機会が多いこ
とが挙げられる。商品の購入における環境上のリスクでは，大量生産・大量消費の時代において，
現状ではスーパーなどの食料品は商品の陳列棚から自己の選択に基づいて，商品を決定し，スー
パーのかごの中に商品を入れ，レジで会計をすませるシステムである。対面方式ではないスーパー
の商品販売方式は，スーパーのかごにいれずに，隠れて自己の紙袋にいれて，持ち去ることがで
きるという万引きしやすい環境上のリスクが発生する。スーパーが特売などで，客が増え，レジ
が込み合い，店員の監視が届きにくい状況においては，さらにその犯罪リスクが増大する。
被害額が比較的少数である万引き事件では懲役刑まで科すのは酷ではないかとの考えから，罰
金刑の選択肢がなかったため，これまでの刑法では不起訴になることが多かった。また，被害額
が軽微で初犯などの場合には，起訴されない場合もあったことが挙げられる5）。
2.　罰金刑の意義
罰金刑は，本人に財産的苦痛を与え，それによってその犯罪性を鎮圧し，再犯の防止を目的と
した刑罰である。一般的には，比較的軽微な犯罪について，犯罪者から一定の金額を剥奪するこ
とにより，規範的意識を覚醒させることを期待して科せられるものである。したがって罰金刑は，
自由刑のように受刑者の人格に持続的に作用することによって受刑者を改善するものではなく
て，刑罰を受けたという事実がその者の規範意識に作用して，初めて犯罪抑圧の効果をあげ得る
ものである。罰金刑は，自由刑を執行されたものが，いわゆる「刑務所がえり」という烙印を押
され，社会一般の人々から不信の眼で見られるという，自由刑にともなう短期自由刑の弊害をも
回避することができる。つまり，烙印押し（スティグマ）を避けること，ラベリングをしないこ
とが犯罪者の改善・更生・社会復帰には必要である。刑務所収容を伴う自由刑ではなく，刑務所
収容を伴わない罰金刑によって犯罪者の規範意識を覚醒させるところに，罰金刑の現代的意義が
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あると思われるのである。また，罰金刑は犯罪の軽重を数量的に表現でき，その執行にも多くの
費用を要しない。その苦痛も財産的なものに限られるため，比較的に本人に与えるショックがや
わらかく，罰金刑は初犯者，過失犯者に対してはショック効果が期待される，という利点がある。
しかし，罰金刑は貧富の差によって効果がまったく異なり，刑罰としての公平性に欠ける。罰
金刑は受刑者の人格とは無関係な偶然的とも言うべき財産権に対するものであること，及び，そ
の執行が一時的なものであり罰金を納付してしまえばそれまでという観念があることから，生命
刑及び自由刑と比較し，刑罰としての効果は薄く作用が少ない。
罰金を科せられることを予想して，罰金を一種の税金であるとし，必要経費であるというよう
に考える営利的犯罪に対しては無力である。そして精神障害により規範意識が鈍麻した犯罪者に
対して，罰金刑は効果がなく，その機能を果たし得ないという問題点がある。それ故に，罰金刑
は，規範意識の鈍麻した犯罪者や何よりも改善教育を必要とする犯罪者に対しては不適当な刑罰
であって，比較的に軽い罪を犯した初犯者や過失犯者，あるいは利欲心の強い犯罪者に対しての
み適当な刑罰であるとされるのである。
また，刑法において，罰金支払不能の場合は労役場留置の処分を受けるので，本来軽微な刑罰
であるはずの罰金刑が人によっては重刑となり，刑罰効果の不公平を惹起しかねないおそれがあ
る。つまり罰金が完納し得ない場合には労役場に留置される（刑法第 18条）ことになるため，
罰金の執行猶予制度の導入が必要である。罰金を納めることができない場合には，その不完納の
故に労役場留置という自由刑に還元され，罰金を納めることができない貧困者は刑務所，裕福な
者は刑務所行きを免れることができ，刑事司法制度上の不公平な結果を招来するおそれがあるか
らである。一方で罰金を支払能力のない者に対して国家が刑罰権の行使を断念することになれば，
今度は支払能力のある者だけが不利益を被ることになるため，射利的その他の利欲犯罪者に対し
罰金の適用を強化し，支払能力がない者は罰金刑の執行につき延納または分納を許す制度を法律
上設けることが必要である6）。
また，受刑者の貧富の差により不公平な結果が生じるという欠点を避けるためには，罰金刑の
適用に際して，犯罪者の経済状況を考慮すべきであるとする量刑基準を法文に掲げるべきであ 
る7）。
四　社会内処遇
1.　施設内処遇から社会内処遇への背景
そもそも犯罪者の処遇は，その者の資質や環境に応じて，その自覚に訴え，改善更生の意欲及
び彼らの生活の安定を確立し，社会の中で孤立させることなく安らぎと生きがいのある社会生活
に適応できる能力の育成を図ることにある。犯罪者は，自己の犯した犯罪について責任を問われ
贖罪すべきことはもちろんであるが，施設収容に伴う犯罪者としての烙印押し（スティグマ）を
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軽減し，彼らを改善・更生させ，早期に社会に復帰させるために，微罪処分，起訴猶予，執行猶
予8），仮釈放，恩赦などの猶予制度を活用し，施設内に収容させずに，社会内で処遇する方策が
必要となっている。
この社会内処遇制度は，ラベリング理論に基づく烙印押しの除去や，過剰拘禁の解消，長期受
刑者に対するプリズニゼイション（刑務所化 prisonization）を緩和する目的を持っている。犯罪
をした者および非行のある少年の処遇は，刑務所や少年院などの矯正施設でも行われているが，
社会内処遇は，強制的に施設のなかに拘禁または収容することなく，実社会のなかで実施される
点に大きな意義を含んでいる。刑務所などの矯正施設が施設内処遇と呼ばれるのに対し，保護観
察を中核とする更生保護は社会内処遇と呼ばれている。社会内のあらゆる資源を活用し，社会に
支えられたものであるという積極的な意義がある。
2.　社会奉仕命令
罰金刑の代替処遇として社会内処遇の一類型として社会奉仕命令が考えられる。
いわゆる社会奉仕命令とは，拘禁刑を科し得る犯罪で有罪と認定された場合に，裁判所が，本
人の同意を得た上で，拘禁刑に代えて一定期間，無報酬で奉仕作業を命ずる制度であり9），1970 
年代にイギリスにおいて制度化されたものである。一般的には，奉仕作業として，老人の介護・
手助け，海岸や地域の路上清掃等多彩なプログラムが用意されており，これらの作業を通じて，
余暇時間の剥奪などの制裁としての機能や，地域社会への利益還元や損害回復機能，有用な社会
体験を通じた勤労・奉仕精神の涵養等による対象者の改善更生機能等が果たされることが期待さ
れている。我が国では，かつて，1990 年に設けられた法制審議会刑事法部会財産刑検討小委員
会において，主に罰金未納者の労役場留置の代替策としての社会奉仕命令の導入等について議論
がなされた。そこでは，① 我が国は，欧米に比べ，ボランティア活動に対する意識が未熟であ
る上，社会奉仕労働を受け入れる体制も貧弱であり，社会奉仕命令を受け入れる社会状況にない，
② 公衆の面前で社会奉仕活動をすることは，本人にとって，施設内処遇より過酷なものとなり
得る，③ 人員及び予算の確保の問題がある上，果たして施設内処遇より安い経費で運営できる
のか疑問である，等の導入に否定的な見解が示されたため，導入が見送られた経緯がある10）。
ただ，我が国でも，1989年 8月から，在宅試験観察中の少年に対して特別養護老人ホームで
の社会奉仕活動を試行しており，利用者から感謝されることから社会的有用感，社会適用能力を
向上させる点で効果を上げている。この社会奉仕命令は，拘禁刑等他の処分に代えて，老人ホー
ムの塗装，児童公園の造成などの社会奉仕作業に従事させるものであり，奉仕活動の中から犯罪
者に自らの社会的有用性を自覚させることが期待されると共に，一緒に奉仕作業を行うボラン
ティアからも社会的な態度を学ぶことが期待され，また，その上，社会奉仕によって無償の労働
力が供給されるという利点もある11）。
このように，高齢犯罪者の中にいる，高齢期に入っても衰えることなく，稼働能力もある者に
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対しては，地域社会の協力体制のもと，刑事司法機関における取り組みと，密に連携させながら，
社会奉仕命令の積極的な運用が今後必要であろう。
社会奉仕命令の実施に当たっては，対象者の罪種や犯行内容，犯行動機，犯罪傾向，年齢など
に応じ，社会奉仕命令の適否やその内容を見極める必要性も生じてくるだろう。つまり，制度上，
社会奉仕命令は仮釈放を許された重大事犯者や累犯者も対象になり得ることから，どのような犯
罪者に対しどのような社会奉仕命令を科すかという視点が重要になってくると思われる。
五　今後求められる高齢犯罪者と社会内処遇
1.　判断能力のある高齢犯罪者の処遇
高齢犯罪者が，高齢者人口の増加率よりもはるかに高い比率で増加している原因として，高齢
期特有の心身上の問題点，社会生活能力や性格・行動特性という生活指導上困難と思われる課題，
疾病等を抱えている者が多いという点が挙げられる。更に，単身，住居不安定，無収入の者の比
率が上昇し，周囲に保護・監督する者がなく，経済的に不安定な状態にあり，自立能力に期待で
きない者も少なくないなど，若者・壮年者とは異なる問題がある。そうした高齢犯罪者に対して
は，施設内外での処遇や生活環境の調整の在り方についても検討する必要があると思われる。高
齢犯罪者の問題に対応した処遇等を展開するには，その生活実態を踏まえニーズを的確に把握し，
そのニーズに応じた支援をいかに計画的に実施していくかということになろうが，高齢犯罪者の
心身の状況，帰住予定先の家庭・社会環境等を把握するなどして，効果的な生活環境の調整を行
うなどの取組の積極化が望まれる。
また，福祉等の支援を得られるようにするための調整には，刑務所から出所してからも一定期
間を要することが想定される上，社会福祉施設等への入所のための待機を要する場合もある。そ
こで，刑務所在所中から，出所後円滑に福祉等の支援が得られるように調整を行った上で，出所
してから実際に福祉等の支援が受けられるまでの間は，更生保護施設での受入れを促進し，福祉
等の支援への移行準備を行うとともに，社会生活に適応するための指導や訓練を実施することで，
円滑かつ確実に福祉等の支援へとつなぐことが必要である。この点で，更生保護施設は事実上就
労を期待できる者の受入れを前提とした体制となっている現状を踏まえ，このような新しい役割・
機能を担えるよう同施設に福祉スタッフを配置するなどの必要な体制整備を進めることが求めら
れる。さらに，比較的健康であり，就労を期待できる者については，就労支援を考慮することに
なろうが，就労支援については，法務省は，厚生労働省と連携して，対象者の就労支援策を推進
しており，刑事施設は在所中の受刑者に対し，保護観察所では保護観察対象者に対し，実施する
こととなっているところ，高齢者を取り巻く雇用情勢には厳しいものがあるが，この施策を就労
意欲があり，健康な高齢対象者にも積極的に適用することもできよう。
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2.　知的障害者や障害により犯罪の規範意識の鈍麻した高齢犯罪者の対応　
平成 20年度の犯罪白書によると，高齢受刑者には知的障害者など 2割程度心身に疾病等を抱
え，早期に福祉施設への入所や病院への入院を必要とする者がいるが，重度の精神障害者に対し
ては，刑期が満期になるまで，刑務官が，刑務所内で，食事介助，排泄介助，入浴介助など，本
来の介護福祉士の介護業務を刑務官が刑務所内で担っている現状があり，刑務所自体が第二の介
護施設化となりつつある。平成 19年に施行された，刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関す
る法律を契機として，社会福祉士が刑務所など刑事施設を中心に少年院にも配置され，精神保健
福祉士が精神及び身体疾患のある者を収容する医療刑務所や医療少年院を中心に配置されている
が，ほとんどが非常勤の国家公務員であるため，常勤の国家公務員とは異なり，身分保障の点で
問題があり，しかも，配置人数もごく少数に限られており，急増する身体や精神に問題のある高
齢受刑者に対する対応が十分になされていない問題がある。また，医療観察制度の対象者には，
国による手厚い医療制度があるが，犯行当時は，制度の対象者にならなくとも，刑期中に受刑者
が精神疾患になった場合に十分な処遇がなされていない問題もある。このような現状において，
刑務所，保護観察所や更生保護施設は，福祉関係機関と意思疎通を図り，刑期の執行中，また，
刑務所を出所した者に対しても，必要な福祉等の支援が得られるシステムが必要である。刑務官
が社会福祉士，精神保健福祉士，介護福祉士などの資格取得のための環境整備がより一層重要と
なってくるであろう。
更生保護施設においても，規範意識が鈍麻した犯罪者や常習犯罪者に対しては，精神的な病状
を改善させ，再度，犯罪に及ぼそうとする気持ちを事前に汲み取る教育・指導システムを充実さ
せる必要があろう。特に，高齢犯罪者の中で，知的障害者が再犯の可能性が高いことから累犯障
害者の対応が問題となる。知的障害がある容疑者・被告などの累犯障害者の取り組みとして，長
崎市では全国で初めて最高検察庁，長崎地方検察庁，NPO法人長崎県地域生活定着支援センター，
社会福祉法人南高愛隣会などの福祉の専門家らが障害の程度や福祉的な支援の必要性などを審議
する「障がい者審査委員会」12）を平成 24年 6月 10日，発足させた。審査委員会は弁護士や地方
検察の依頼を受け，中立・公正な立場で容疑者（被告）の障害の程度や，福祉支援の必要性を調
査し，地方検察庁や弁護士は，審査委員会の報告を刑事処分や弁護方針の参考にしている。
以下，累犯障害者の処遇を裁判段階，検察段階で検討する。
（1）　裁判段階
知的障害者や障害により犯罪の規範意識の鈍麻した犯罪者の対応については注目すべき事案が
ある。一つは裁判段階で知的障害者の刑事事件において累犯障害者を刑事司法ルートから福祉
ルートで更生させることを認めた判決である。
裁判段階では，別の窃盗罪の刑の執行猶予期間中に万引をして捕まり，窃盗罪に問われた発達
障害がある男性被告の控訴審判決において，福岡高裁は，被告が福祉施設で更生を図っているこ
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とを理由に，懲役 6月の一審長崎地裁判決を破棄し，懲役 10月，保護観察付き執行猶予 4年を
言い渡した。この裁判は，知的・精神障害がある「累犯障害者」の再犯防止を目的にした国の研
究事業の対象事件であり，雲仙市の社会福祉法人南高愛隣会や県内の弁護士らでつくる「判定委
員会」が対象事件に認定し，一審から執行猶予付き判決を求めて支援してきた。判決理由では被
告は発達障害があるのに，裁判の過程で医師の診断を受けるまで福祉的な支援を受けたことはな
かった。障害の影響で対人関係が苦手なため就労も長続きせず，食事代に窮してパンや総菜など
の万引を繰り返した点を考慮して，「一審判決は現時点では重過ぎる。執行猶予を付けないのは
正義に反する」と述べた13）。
この判決は裁判所が雲仙市の社会福祉法人南高愛隣会や県内の弁護士らでつくる「判定委員会」
の執行猶予付き判決を求めていた点を踏まえて，知的障害者の刑事事件において累犯障害者を刑
事司法のルートに乗せるのではなく，福祉で更生させる点で画期的な判決といえよう。
（2）　検察段階
検察段階で福祉ルートの支援を求めたケースとして注目すべき事案がある。
罪を犯した障害者に，福祉の支援が必要かどうかを審査する専門家機関「障がい者審査委員会」
が，福祉施設での更生がふさわしいと判断した県内の知的障害者の男性について，平成 24年 7
月に長崎地方検察庁が不起訴処分にした。検察が審査委員会を経て障害のある容疑者を起訴せず，
福祉的な支援につなぐのは初めての処分である。男性は県内在住で中度の知的障害がある。詐欺
（無銭飲食）の疑いで逮捕され，地検や国選弁護士は過去の犯歴などから，審査委員会に対し，
男性の障害の特性や福祉支援の必要性の有無について意見を求めた。男性の障害の程度や何度刑
務所に入っても更生につながっていない過去から「専門的処遇が必要」と結論づけ，地検は男性
を不起訴（起訴猶予）処分にした14）。
この点で，検察段階でも司法ルートから福祉ルートの支援を求めたケースとして高く評価でき
る。
3.　社会内処遇と社会福祉士・精神保健福祉士の位置づけ
2007年（平成 19年），「社会福祉士及び介護福祉士」が制度改正され，社会福祉士養成課程に
「更生保護」が同課程に追加され，刑務所では，受刑者の社会復帰に向けた処遇の充実を目的と
した刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律が施行され，医療刑務所には精神保健福祉
士が配置され，刑務所，少年院には社会福祉士が配置されるようになった。更に 2011年（平成
23年）には，精神保健福祉士法施行規則等の一部を改正する省令等により，精神保健福祉士の
教育課程の「精神保健福祉に関する制度とサービス」の中に，「更生保護」が明記された。
犯罪者が微罪処分などで留置所から釈放され，また，刑務所を出所後に，住居先や就職先の確
保など適切な福祉等の支援を得られないまま地域社会に出てしまうと，生活に困窮し，再び犯罪
に至るという可能性がある。
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そのため，犯罪者の改善・更生に必要な課題を早期に発見し，犯罪者の社会復帰と再犯防止の
ために，社会福祉協議会，社会福祉士会・精神保健福祉士協会の支援も必要となったため，社会
福祉士・精神保健福祉士の養成課程に更生保護が明記されたのである。社会福祉士・精神保健福
祉士は医療，保健，行政，法律など，ほかの専門機関など他領域との調整・連絡を図る必要があ
る。現状では，警察・検察・裁判などの刑事司法機関と連携し，地域の福祉等の関係機関・団体
との連携を図るとともに，行刑機関である刑務所在所中の段階においても，生活環境の調整とし
て，出所後円滑に衣食住の福祉的な支援を受けながら自立した生活が送れるよう支援を行うこと
が一層重要となっている。
また，警察官，刑務官をはじめ，担当した弁護士は，社会福祉協議会と連携して，居住先や就
職先の確保など早期かつ確実に福祉的な支援につなげることで社会に受け入れやすい環境を整備
し，犯罪者の自立を促して，再犯に至るリスクを最小限にくい止める役割が求められている。
犯罪者を排除するのではなく，共生社会の一員として，社会の構成員として，社会貢献できる
人材として受け入れるシステムが必要となる。社会福祉士・精神保健福祉士などの福祉関係者に
は，福祉の知識，技術を駆使して，施設内外での処遇や生活環境の調整の在り方についてその生
活実態を踏まえニーズを的確に把握し，そのニーズに応じた支援をいかに計画的に実施していく
かが求められる。犯罪者が社会内で生活できるように，心身の状況，帰住予定先の家庭・社会環
境等を把握するなどして，社会内のあらゆる資源を活用し，社会に支えられる社会内処遇によっ
て，効果的な生活環境の調整を行うなどの取組の積極化が望まれる。犯罪者が留置所から釈放さ
れた後，警察から刑務所を出所後，適切な福祉等の支援を得られないまま地域社会に出て，生活
に困窮し，再び犯罪に至るということがならないように，早期かつ確実に福祉的な支援につなげ
ることで社会的な受皿を確保し，自立を促して，再犯に至るリスクを最小限にする役割が求めら
れている15）。
今後は，刑務所収容を伴う自由刑ではなく，刑務所収容を伴わない社会内処遇によって犯罪者
の規範意識を覚醒させるところに，社会内処遇の現代的意義がある。精神障害により規範意識が
鈍麻した犯罪者に対して，罰金刑ではなく，福祉ルートで改善教育をすることによって，犯罪者
に課題を気づかせ，犯罪者自ら主体的に改善・更生し，犯罪者の円滑な社会復帰を促進すること
が必要である。そのために，社会福祉士・精神保健福祉士が中心となって，施設内処遇から社会
内処遇に向けて，犯罪者の社会復帰に向けた新たな支援が必要となる。
現代社会は，人びとに希望，幸福を必ずしももたらしているとは言えない，存在論的安心と不
安が常に共存している社会である。特に高齢犯罪者の中には自己責任とはいえない社会的要因（倒
産，リストラ，親族・地域における相互扶助機能の低下など）により犯罪者になった者も存する。
高齢犯罪者の社会復帰に向けた支援には，犯罪者を受動的・依存的な存在から，改善・更生して
再帰的に自立した社会生活が送れるように，社会復帰させるための手段として社会内処遇が位置
づけられているのである。高齢犯罪者は施設内処遇で保護という与えられる存在から自立した存
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在へと変容させ，存在自体にも存在論的不安から存在論的安心へと移行させる必要がある。その
ために高齢犯罪者は，刑務所などの施設内処遇で保護される中で，自己を省察させつつ，罰金刑
の代替手段として社会奉仕命令などを課し，社会内で処遇することにより自立と役割を再発見さ
せ，このような社会復帰に向けて再帰的自立をするための支援こそが，社会福祉士・精神保健福
祉士を中心とした福祉関係者に求められる役割であると考える。
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申出があった場合に準用する。ただし，この場合において，過料，没取，訴訟費用，費用賠償，
犯罪被害者等保護法第 11条第 1項の費用又は民訴第 303条第 1項の納付金に係る徴収金につ
いて時効を中断する必要があると認められるときは，納付義務者から納付延期願を徴する。 2　
前項の規定による納付延期の許可があったときは，徴収係事務官は，徴収金原票にその旨を記
入する。 
 7） 藤本哲也『刑事政策概論（全治第 6版）』　青林書院　P. 161～164　2008年
 　藤本氏は金銭の剥奪によって犯罪者の規範意識を覚醒させるところに意義があるとされる罰
金刑の特質において，罰金刑の長所とされるものとしては，① 罰金刑は利欲的動機に根ざす
犯罪，たとえば盗品等に関する罪，賭博罪，統制経済法違反罪に対しては，反対動機を以て酬
いる点で効果がある。② 罰金刑は本人の資産，収入，性格，家族状態などに応じて適用する
ことが可能であり，自由刑よりも，より一層特別予防的な効果を期待することができる。
③ 罰金刑は法人犯罪に対する刑罰適用技術上の長所がある。④ 罰金刑はその執行方法が簡便
であり，納付金額が国庫に帰属するという利点がある，等を挙げている。
 　一方，罰金刑の短所としては，① 罰金刑は低額を法定することが容易でなく，せっかく法
定しても一度インフレーションが起これば刑罰の効果が失われる。② 罰金刑は本人以外の者
によっても支払いが可能であるから，刑罰の一身専属性の本質に反する，とする。
 8） 警察段階において，警察限りの内部処理にとどめられる微罪処分がある。微罪処分とは刑事訴
訟法 246条但書に基づき，検察官があらかじめ指定した犯情の特に軽微な窃盗，詐欺，横領等
の成人による事件について，司法警察員が，検察官に送致しない手続を執ることをいう。
 　検察段階において，起訴便宜主義にもとづく検察官の判断による起訴猶予を含む不起訴扱い
である。不起訴処分には，その理由により，（1）被疑事実について「被疑者がその行為者でな
いことが明白なとき」又は「犯罪の正否を認証すべき証拠のないことが明白なとき」に当たる
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と認めた場合に「嫌疑なし」を理由として行われる不起訴処分，（2）「犯罪の成立を認定すべ
き証拠が不十分なとき」にあたるとみとめられる場合に「嫌疑不十分」を理由として行われる
不起訴処分，（3）証拠が十分でも，「犯人の性格，年齢及び境遇，犯罪の軽重及び情状並びに
犯罪後の状況により訴追を必要としないとき」にあたると認めることを理由として「起訴猶予」
（刑事訴訟法 248条）として行われる不起訴処分等がある。（以上事件事務規定 72条参照）。
 　裁判段階において，執行猶予とは，有罪判決を宣告する際に，一定の条件の下に，言い渡し
た刑の執行を一定期間猶予し，猶予を取り消されることなく猶予期間を経過した場合には，刑
を科さないとするものである（刑法 25条 26条 27条）。
 9） 鴨下守孝ほか『改訂矯正用語辞典』（東京法令出版 平成 21 年）169 頁
10） 森本正彦　「刑の一部執行猶予制度・社会貢献活動の導入に向けて」『立法と調査　2011.7　
NO. 318』　P. 60　参議院事務局企画調整室編集　佐伯仁志「刑事制裁・処遇のあり方」『ジュ
リスト』NO. 1348（平 20.1）P. 90, 91
11） 藤本哲也　前掲 7）P299-300　2008年。
 　この制度は，その作業内容として，① 老人・知的障害者等の施設の塗装・庭園作業，② 子
供用の遊技場の設置，③ 器楽演奏による施設慰問，④ 少年のスポーツ競技の相手，⑤ 困窮
家庭の家屋の修理，⑥ 道路の整備，⑦ 病院の庭仕事，⑧ 老人ホームでの介護・手助け，
⑨ 駅舎の清掃，⑩ 海岸や地域の路上清掃，⑪ 自動車整備・印刷作業，⑫ 草刈り等多彩なプ
ログラムが準備されている。
12） 毎日新聞「取材前線 :『障がい者審査委員会』試行長崎発，新たな支援の形」2012年 6月 18
日（http://osaka-ikuseikai.or.jp/sonota/file）　長崎新聞「連載 : 居場所を探して累犯障害者たち」
2011年 7月 23日～2012年 6月 22日 http://www.airinkai.or.jp/news/ibasyo.html
 　具体的には，起訴後だけでなく，捜査段階から福祉の視点で協力し，審議結果は容疑者・被
告の処遇の判断材料となる。福祉の専門家 5人ずつの 2委員会があり，隔週で開催する。NPO
法人県地域生活定着支援センター（長崎市）が事務局となる。弁護士や検察からの依頼・照会
に応じて，主に対象者の（1）犯罪に至った背景・要因（2）福祉による更生支援の必要性（3）
福祉サポートの留意点 ─ などを審議する。結果は「審査結果報告書」として，検察や弁護
士に報告する。仮に福祉支援の必要性を指摘した報告書を基に，不起訴処分や執行猶予判決と
なった場合，「南高愛隣会」の更生保護施設や社会訓練事業所などで対象者を受け入れる。
13） 長崎新聞平成 23年 3月 24日　被告は昨年 2月，諫早市内の量販店で食料品など 5点（計約
900円相当）を盗んだ。一審長崎地裁は昨年 10月，執行猶予中の再犯で，常習性が認められ
るとして懲役 6月（求刑懲役 10月）の実刑判決を下したが，弁護側が「刑務所ではなく，福
祉施設での更生が適当」として控訴していた。一審判決後は，愛隣会が運営母体の更生保護施
設に入所。贖罪（しょくざい）教育や就労訓練などを受けている。
14） 長崎新聞平成 24年 7月 25日　藤本哲也「わが国の矯正施設における知的障害者の実態調査」
厚生労働科学研究『罪を犯した障がい者の地域生活支援に関する研究』平成 18年度総括・分
担研究報告書，2007年 http://www.airinkai.or.jp/hasshin/kenkyu/tsumi/pdf/h18/02_Ol_fujimoto.pdf
 男性は釈放後，社会福祉法人南高愛隣会（田島良昭理事長）が運営する雲仙市瑞穂町の更生保
護施設「雲仙・虹」に入所。今後，同施設が作成した更生支援計画に基づき，再犯防止の支援
が行われるという。
15） 渡辺信英「更生保護制度」南窓社　P. 11　2011年
